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本研究では、深刻な人 口減少を経験 した米国の衰退工業都市で策定されている空洞化地区の土地利用転換を図る総合計

画(縮 退型都市計画)の 戦略性を分析 した。主には産業用地(工 場跡地)の 用途転換や、空洞化に応 じた低密住宅地への

土地利用転換、住宅市街地の産業用地への転換が計画されてお り、一部の自治体では人 口減少時代の不確実性に対応す る

ための 「可変性」を内包 した土地利用計画が策定されていた。新規居住者の流入を抑制する土地利用である居住抑制地区

の導入(規 制化)は 困難であることが判明したものの、土地の低密度化による地区の安定化を図るための知見が得 られた。

キー ワー ド:1)人 口減 少 都 市,2)規 模 適 正 化,3)遊 休 不 動 産,4)米 国,5)都 市 縮 退,

6)ダ ウ ン ゾー ニ ン グ,7)マ ス ター プ ラ ン,8)ゾ ー ニ ン グ,9)住 宅 地

A STUDY ON THE INTRODUCTION OF MASTER PLAN FOR "RIGHT SIZING" AND 

     HABITATION LIMITED AREA 

- Case studies of declining cities in the Midwestern U.S. -

 Ch. 
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Some declining cities in the Midwestern U.S. formulated the master plan for "right sizing". Its strategy is to give vacant lands a spatial 

standard with preferable new "density" and transform lands to productive use or managed land. Two municipalities created flexible land 

use that can adjust the uncertainty of depopulation era. Although it is difficult to limit the habitation even in a low-density area, a standard 

for minimum site area may be useful to increase the area that can be managed.

1.は じめに

1.1研 究の背景 と目的

我が国では、人 口減少に伴い発生する空き家 ・空き地が

深刻化 してお り、特に外部不経済の問題 を発生 させる老

朽危険家屋への対処が 目下の課題である。近年は、空家

等対策特別措置法に基づ く空き家対策等が各 自治体で進

んでいるものの、老朽危険家屋に該当しない空き家への

対応や、空 き家を除却 した後に発生する空き地の運用(維

持管理や利用)な どが課題であると言える。また、今後

は限 られた財源下での空き家除却の優先順位付けや複数

区画の戦略的な運用技術等の面的(地 区等)な レベルで

の計画技術が必要になるものと考え られ る。都市 レベル

では、立地適正化計画に基づく都市の コンパク ト化が推

進されているものの、都市機能誘導区域や居住誘導区域

に指定されていない都市周縁部等への対策の必要性が指

摘されている文1)。また、立地適正化計画はあくまでも「誘

導」を図ることが 目的の制度であるため、今後人口減少

が深刻化 した場合には土地利用規制等の実効性のある規

制的手法の導入 も検討 される必要があるものと推察 され

る。遊休地が集積する空洞化に対す る具体的な規制内容

や空間像が求められるだろう。

一方で、半世紀以上続 く深刻な人 口減少を経験 した米国

の五大湖周辺の衰退工業都市では、総合計画注1)の改訂の

中で減少 した人 口に応 じた土地利用計画が策定されてい

る。その中には、総合計画の中での新たな土地利用の構

想 として、今後の居住者の流入の抑制 を目指す土地利用

を導入 している地区も存在する。本研究では、そ うした

人 口減少に伴い発生 した空洞化地区に対処するための土

地利用転換の構想 を含む総合計画を 「縮退型都市計画」、

新たな居住者 の流入を抑制するような土地利用を 「居住

抑制地区」 と定義する。

本研究は、米国の衰退工業都市において人 口減少に対応

するために策定 された縮退型都市計画を対象とし、その

策定状況や土地利用計画の戦略性を明らかにするととも

に、居住抑制地区の導入実態に着 目し、その可能性 と課

題を明 らかにすることを 目的 とする。
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1.2研 究の方法

本研究では文献調査に加 え、現地におけるインタビュー

調査、土地利用現況調査を実施 した。文献調査は各 自治

体が策定 している総合計画の計画文書 と土地利用規制条

例を対象にレビューを実施 した。空洞化 した地区の土地

利用転換に関する個別の事業計画書等 も参照 した。現地

調査では、行政担当者へのインタビュー調査を実施 し、

その計画意図の把握を実施 した。土地利用現況調査につ

いては、空洞化 の深刻な地区を中心に実施 した。

1.3既 往研究 と本研究の位置付け方法

Hackworth文2>は 米国の人 口減少都市で策定 された総合

計画(フ レームワー クや非営利セ クターが策定 した非公

定都市計画を含む)を 比較 し、イ ンフラ施設(上 下水道

や道路等)の 非効率性が依然 として課題である点や、計

画における緑地の扱いの曖昧さ、低所得者 向け住宅整備

の視点の欠如等を指摘 している。清水 ら文3)はミシガン州

Flint市 で策定された新総合計画の戦略性 を分析 してい

る。

いずれ も総合計画を中心とした分析であり、空洞化地区

へ対応するための土地利用を分析 しているが、その後の

土地利用規制条例(規 制化)の 状況は分析 していない。

本研究は、公定計画の総合計画を主たる対象 とし、そ

の土地利用戦略に加え、土地利用規制の改訂状況まで比

較することで構想 レベルから規制 レベルに移行する際の

課題を把握す る点に新規性がある。

2.米 国の人ロ減少と空き家 ・空き地問題

2.1米 国の人口減少と都市の特徴

米国の五大湖周辺の都市は20世 紀中に鉄鋼業や製造業

(自動車産業等)で 繁栄 し、その後国際競争の激化等に

伴 う産業の斜陽化により、失業等に起因する深刻な人 口

減少を経験 している。

表2-1人 ロ減 少の 著 しい都 市(上 位20都 市)
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それ らの衰退工業都市の特徴 としては、歴史的に工場労

働者 として主に南部から移住 したアフ リカ系アメリカ人

の人口比率が高いことが挙げられる(そ れ以前は欧州か

らの移民が多い)。その多くはインナーサバーブと呼ばれ

る比較的都心部に近い郊外部に居住 してお り、その外側

の郊外部に所得水準の高い白人が居住するとい う都市構

造が多 く見られる。そ うした中で、インナーサバーブに

居住する工場労働者層の失業 と移住等 に伴い、人 口が減

少 し空洞化が進行することで郊外部には未だ健全な住宅

地が広がるものの、中心市が著 しく衰退す るとい う問題

が発生 している。

2.2金 融危機と遊休不動産への対応

米国では、住宅総数の増加 と同時に空き家数 も増加傾 向

にあったものの、2007年 前後の住宅バブルの崩壊(住 宅

価格の下落)と 金融危機 によ り、不動産差 し押さえも急

増 した。連邦政府は未曾有の金融危機 に対応するために

緊急の財政支出を実施 した。2008年 の住宅 ・経済再生法

(HERA)注2)で は不動産差押 えの可能性のある世帯の救

済や連邦住宅抵当公庫等への資金注入等を実施 した。こ

の法律に基づき近隣地区安定化プログラム(NSP)が 設立

され るとともに、既存のコ ミュニテ ィ開発包括助成金

(CDBG)の 一部 として資金配分 され(NSPIか らNSP3ま

でで68.5億 ドルの資金が拠出 されている)、 荒廃物件の

除却や遊休不動産の再開発、ラン ドバンクプログラムな

どに活用 された。同年の緊急経済安定化法(EESA)注3)

では、不良資産救済プログラム(TARP)が 設立され、住

宅分野の柱 としては、住宅ローンの借 り換え等を支援す

るMakingHomeAffordable(MHA)プ ログラム と住宅市

場の安定化 を目的としたHardestHitFund(HHF)が 設

けられている。HHFは 計5回 にわた り展開 され、合計96

億 ドルの資金が配分 されてお り、空き家の除却等の原資

となっている。

また2009年 の米国復興 ・再投資法(ARRA)注4)は 、経

済刺激を目的 としてお り、社会基盤整備等に資金を配分

している。同年には住宅・都市開発省(HUD)、運輸省(DOT)、

環境保護庁(EPA)が 住宅 ・運輸 ・環境政策に関 して連携

して補助金の審査を実施する 「持続可能なコミュニティ

のためのパー トナーシップ」が開始 され、ARRAで 創設 さ

れた 「経済再生創生のための交通投資助成金(TIGER助

成金)」 についても3省 庁連携の下で審査等がなされた。

2.3縮 退型都市計画の出現 とその展開

以上のように長期にわたる産業衰退 と極端に偏 りのあ

る都市構造の中で米国の人 口減少は深刻化 してきた。金

融危機 と連邦政府か らの助成金の注入 を契機 として、遊

休不動産対策が進んできたことと同時に、都市計画の内

容 も変化 している。2005年 にオハイオ州Youngstown市

で策定 された総合計画であるYoungstown2010は 米国で

初めて規模適正化(rightsizing)の 構想を掲げた計画



であり、行政担当者や都市計画家か ら世界的な注 目を集

めた。その後、複数の五大湖周辺の衰退工業都市で人 口

減少に対応 した都市計画が策定 されている。

本研究では、「空洞化 した住宅地区に対する新たな土地

利用計画(用 途地域)を 策定 していること」を事例抽出

の条件 として設定 し、既往研究とインタビュー調査注5)

か ら米国中西部の6都 市を選定 した。3章 以降の分析で

は、調査で得 られた各都市の総合計画(縮 退型都市計画)

の策定状況 と土地利用規制条例の策定(規 制化)状 況 を

分析 してい く。

図2-1研 究 対象都 市の位 置図

3.各 都 市 の 戦 略 の 詳 細 と そ の 分 析

3.1Youngstown市(オ ハ イ オ 州)

1)総 合 計 画 の策 定

鉄 鋼 業 で 繁 栄 した 同 市 は2005年 に策 定 した 総 合 計 画

Youngstown2010(以 下YT2010)に お い て 「小 さい 都 市 で

あ る こ と を受 容 す る 」 とい う規 模 適 正 化 の 構 想 を 打 ち 出

した 。成 長 期 に 同 市 を牽 引 した 重 工 業/軽 工 業 用 地 は 土 地

需 要 の 低 下 か ら、 そ の 大 部 分 が 緑 豊 か な 先 端 産 業 地 区 へ

転 換 す るIndustrialGreen(IG)地 区 へ 指 定 され て い る。

ま た 、 当該 計 画 で は 減 少 した 人 口規 模 に応 じて 、 住 宅 地

区 を30%、 商 業 地 区 を16%削 減 す る計 画 内容 とな っ て

お り、 一 部 の居 住 地 区 はIG地 区 に指 定 され て い る 。

2)実 践 主 体 の形 成 と近 隣 計 画 の 策 定

同 市 で は 総 合 計 画 の 策 定 以 降 、 そ の 実 践 に取 り掛 か っ

た 。 しか し、行 政 担 当 部 局 で は 人 員 が 不 足 して い た こ と

か ら、 市 と慈 善 財 団(TheRaymondJohnWean財 団)が

出 資 、2009年 にCDCsで あ るヤ ン グス タ ウ ン近 隣 開 発 公

社(YNDC)が 設 立 され た。YNDCは 空 き家 の 改 修 や 地 区 の

清 掃 活 動 等 、 現 場 で 実 践 を行 う主 体 で あ る。 ま た 、2011

年 に は 同 市 が位 置 す るマ ホ ニ ン グ 郡 の ラ ン ドバ ン ク で あ

るマ ホ ニ ン グ郡 ラ ン ドバ ン ク(MCLB)が 設 置 され た 。MCLB

はYNDCと 協 働 し、ま た 戦 略 を共 有 す る こ と で 、空 き家 の

戦 略 的 な 除 却 等 を 実 施 して い る。YNDCの 具 体 的 な 活 動 の

指 針 と して 、 ま ず 市 場 分 析 レポ ー トが 挙 げ られ る 。 当該

レ ポ ー トはYNDCと ヤ ン グ ス タ ウ ン州 立 大 学(YSU)が 協

力 し作 成 した レポ ー トで あ り、 市 内 の 各 地 区 を10の 指

標 を用 い て5段 階 で 評 価 した もの で あ る。YNDCは さ ら に 、

当該 レポー トに基づきその活動を概ね3種 類に分けてい

る。まず、工業用地等に隣接す る開発用地 としての潜在

性が高い空洞化地区は取得戦略地区(ASA:Acquisition

StratθgyArθa)に 分類 し、経済開発用地や保全緑地 とし

て土地利用転換を図る地区に位置づけている(開 発不適

地は保存緑地へ転換す る)。次に、住宅地区として比較的

安定的な地 区は近隣行動計画地区(NAPA:Neighborhood

ActionPlanArea)と 呼ばれ、地区の状況分析を踏まえ、

地区内の悪影響の除去や空き家の修復等を実施 し、活性

化を 目指す地区としている。最後に、市内でも最も不安

定で住宅市場が機能 していない地区を資産ベースの極小

計画地区(ABMPA:Asset-basedMicroPlanArea)に 位

置づけている。当該地区は、地区内の点検を実施す ると

ともに、教会や学校など社会的な資産(Asset)を 中心 と

して美化等の空間改善を実施す ることで地区の安定化を

図る地区である。

以上のように、YNDCは 開発用地(あ るいは不適地)と

しての潜在性、住宅市街地 としての潜在性で地区を大き

く3つ に分 け、その活動 内容を決定 している(具 体的に

は、各地区で策定する近隣計画を上記3種 類のいずれか

に分類 し計画を策定 している)。こうした戦略は資源の効

率的配分の観点からは参照に値するだろう。ただ し、住

宅地 としての開発見込みがない地区については活性化

(人口の流入促進)を 実施 しないものの、空洞化 した地

区であっても最低限の住環境を確保すべきとい う発想 に

基づき美化活動等の環境維持活動を実施 している点は重

要である。

3)土 地利用規制条例の策定

同市では、2011年 からの2年 間で州か らの助成金を獲

得出来たことを背景 とし、土地利用規制条例(ゾ ーニン

グコー ド)を 全面改訂 した。この改訂では、重工業/軽 工

業用地や商業地区の一部 を前述のIG地 区に指定出来た

ものの、居住地区については指定を回避 した。これは市

が合意形成に十分な時間を確保することが出来ず、また

住民か らの反発を懸念 したことに起因する。なお、本改

訂ではダウンタウンの一部とオープンスペースを除く市

内の全区域で都市農業を緩和 している。ただし、同市は

居住地区のIG地 区への転換を断念 したものの、オーバ

ー レイ条例 を活用 したLimitedServiceOverlay(LSO)

地区を設けている。これは今後行政サー ビスを縮減する

地区を指定するものであ り、将来的な活用へ向け準備 を

したとい う位置づけである。

4)事 業の展開

このように、YT2010以 降、同市では実践主体の形成 と

土地利用規制条例の策定、近隣計画の策定 を行っている。

規模適正化に向けた具体的な事業 として以下の2事 例を

挙げる。

1つ はニアイース トサイ ド近隣開発地区である。当該



地区はダウンタウン近傍の高速道路に隣接 した空洞化地

区(約8.5ha)で あり、MCLBと 市が協力 し居住地区から

産業用地へ土地利用転換を図っている。 当該地区につい

ては、税滞納物件はMCLBと 市のラン ドバンクが取得 し

(差し押さえ)、その他の物件 については市が買い上げを

行い用地を確保する。当該地区はYT2010で はIG地 区に

指定 されていたものの、実際の土地利用規制は従前の居

住用途のままであった。 しか し、民間事業者による工場

開発の動きを受けて同市は当該地区をIG地 区へ指定(用

途地域変更)し 、工場開発を実現 させた。なおYNDCの 近

隣計画戦略でも隣接地はASAに 指定されているものの、

当該地区については特定の地区指定はない。

2つ 目はSharonline地 区廃止事業である。当該地区

は過去に、高速道路の建設が計画 され宅地造成 されてい

た地区であるが、結局宅地化が進まず取 り残 された低密

市街地が広がっている地区である。市長は不法投棄が横

行 していた当該地区を問題視 し、YT2010の 実践事業 とし

て当該地区の廃止事業を開始 した。 この事業は空き家や

空き地など居住者が不在の土地に接続す るインフラの撤

退または使用停止を行 うものであ り、 自動車の通行止め

や上下水道設備の撤退を実施 している。

この事業により不法投棄 は減少 してお り、一定の効果を

挙げていると言 える。市役所は当該地区を将来的に元々

の湿地に回帰 させるとい う意図を持っているものの、居

住する住民はそ うした将来像 に納得 してお らず、短期的

な 目標の共有は実現 した ものの、地区の長期的な将来像

は不透明な状況である。
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図3-2工 場 開発 の様子 図3-3Sharonline地 区 の 様 子

表3-1LimitedServiGeOverlay(LSO)地 区の規 制 内容

・行政 が市内の 公的サ ー ビスを削減 すべ き地区 や、重要 な

投資 や再投資 が推奨 され ない地 区を指 定す るこ と
・他地 区に比 して空地 が 多 く公共サ ー ビス コス トがかか

り、追 加 的な公共サ ー ビスやイ ン フラ等への投 資額が 経

済開発 等の投 資利益 を超 える地 区へ適 用
・条件付 き許可 とされ た用途 も承認 しな い

・商業 目的農 業や動物 関連(家 畜等)の 使用 以外承 認 しない

・警察 や消防 、道路 の建設 や維 持等 のサー ビス を発生 させ

る用途 を承認 しない
・住戸 や非住 宅用途建 物の建 設す るための 土地 の分筆 を承

認 しない
・LSO地 区内の 開発 にお いて税 制上 の優遇 措置(tax

credit)の 使 用 を承 認 しない
・警察 や消防 、道路 の建設や維 持等 のサー ビス費 用 を増加

させ る開発へ の公 的助成 につ いては応募/承 認 を しない

※救済事 項(上 記基準 を適用 除外す る要件)も 記 載

3.2Cleveland市(オ ハイオ州)

1)総 合計画の策定

製造業で栄え、現在でも州内第2位 の人 口を抱える同

市も、長きにわたる人 口減少に直面 している。2007年 に

改訂 された総合計画では、用途混在(Mixed-Use)に 加え、

重工業用地の削減等(土 地利用転換)を 念頭においた土

地利用戦略を掲げてお り、市内の36地 区を対象 とした

詳細な近隣計画も策定 している。 しかし、金融危機以前

に策定 した計画であることか ら遊休不動産への対処には

重点を置いていない。
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図3-4Cleveland市 の 将 来 土 地 利 用 計 画 図

2)土 地利用規制条例の策定

同市の土地利用政策の特徴は、土地利用規制条例を漸進

的に更新す るこ とで遊休地に対応 している点にある。

2005年 及び2007年 にはベースゾーニングを改定 し、遊

休地の公園等への転換や コミュニティガーデンの設置を

可能 とした(表3-2)。2009年 及び2010年 にはベースゾ

ーニングの規制緩和により、居住地区における家畜の飼

育や養蜂、都市農業の実施が可能となった。また同時期

に大規模都市農業の実施 を可能 とする都市農業オーバー

レイ地区を導入 した。



同 市 に は 、 市 レベ ル と郡 レベ ル の2つ の ラ ン ドバ ン ク

が 設 置 さ れ て お り 、2008年 に 非 営 利 組 織 で あ る

NeighborhoodProgressInc.と ケ ン ト州 立 大 学 が 設 置 し

て い るClevelandUrbanDesignCollaborative(CUDC)

が 連 携 して 策 定 し た 計 画 で あ る 「Rθ一lmagingaMore

SustainableCleveland」 に基 づ き 遊 休 不 動 産 の 処 分 を 実

施 して い る。 行 政 と して は 、 基 本 的 に 民 間 の所 有 物 件 に

つ い て は 土 地 利 用 規 制 で 対 応 し、 ラ ン ドバ ン ク所 有 物 件

に っ い て は 公 共 主 導 で 望 ま しい 土 地 利 用 へ 誘 導 す る方 針

で あ る 。

3)事 業 の 展 開

同 市 で 実 施 され て い る遊 休 地 の 土 地 利 用 転 換 を 図 る 事

業 と して は オ ポ チ ュ ニ テ ィ ・コ リ ドー(OC)が 挙 げ られ

る。 当 該 事 業 は 市 内 で も空 き 家 ・空 き地 、 特 に税 滞 納 物

件 が 多 いKinsman地 区 を対 象 に 、 西 部 の 高 速 道 路 イ ン タ

ー チ ェ ン ジ とユ ニ バ ー シテ ィ ・サ ー クル(病 院 ・文 京 地

区)を 接 続 す る幹 線 道 路 を新 設 し、 経 済 開 発 を促 進 す る

こ と を 意 図 す る も の で あ る。 当該 事 業 に はDOTのTIGER

助 成 金40万 ドル に加 え 、 当 該 地 区 は 土 壌 汚 染 を 抱 え る

工 場 跡 地 が 存 在 す る こ とか らEPAのBF地 域 計 画 支 援 補

助 金 注7)も17.5万 ドル 活 用 され る な ど、基 盤 整 備 計 画 と

土 壌 汚 染 対 策 が 統 合 的 に実 施 され て い る。 幹 線 道 路 か ら

最 も離 れ た28エ ー カ ー の 地 区 は都 市 農 業 イ ノベ ー シ ョ

ン ゾ ー ン(UAIZ)と して 位 置 づ け られ 、 大 規 模 都 市 農 業

や 養 魚 場 な どの 生 産 的 な用 途 に遊 休 地 が活 用 され て い る。

ま た 地 区 内 に は 、 レイ ン ガ ー デ ン を 始 め とす る グ リー ン

イ ン フ ラ等 が整 備 され て お り、 行 政 サ ー ビ ス コ ス トの低

減 も 図 られ て い る。こ の 地 区 に つ い て は 連 邦 農 務 省(USDA)

の 都 市 農 業 の ス ター トア ップ に対 す る助 成 金(55万 ドル)

や 、 州 の 農 務 省 の 助 成 金(10万 ドル)、 市 の経 済 開 発 局

の 助 成 金(10万 ドル)が 活 用 され て い る。 当該 事 業 で は

都 市 農 業 を ス タ ー トさせ る事 業 者 の 訓 練 が 、 市 内 の 都 市

農 業 を 活 性 化 させ る パ イ ロ ッ ト事 業 と して位 置 づ け られ

て お り、 都 市 農 業 オ ー バ ー レイ 地 区 を適 用 す る こ とで 大

規 模 な都 市 農 業 を 可 能 と して い る。

ま た 、ダ ウ ン タ ウ ン か らカ ヤ ホ ガ川 を渡 っ た オ ハ イ オ シ

テ ィ で も大 規 模 都 市 農 業 が 実 施 され て い る。 当該 地 区 は

歴 史 的 に 移 民 が 多 い 地 区 で あ り、WestSideMarket(1840

年 開 業)を 中 心 とす る商 業 地 区 が そ の 中 心 で あ る 。 地 区

に は米 国 最 大 規 模 の都 市 農 業 地 区 で あ るOhioCityFarm

(OCF)が 存 在 す る。OCFは カ ヤ ホ ガ 都 市 圏 住 宅 局 と公 民

連i携の 事 業 体 で あ るOhioCityInc.(OCI)が 連i携 して設

置 して お り、 同 市 に 流 入 す る 難 民(移 民)の 再 定 住 化 を

支 援 す る組 織 で あ るRefugeeResponse(RR)や 地 元 の 地

ビー ル 生 産 会 社 が キ ー テ ナ ン トと して 農 業 を実 施 して い

る(RRは 難 民 支 援 農 業 プ ロ グ ラ ム を 設 け て 難 民 を 労 働 者

と して雇 用 して 都 市 農 業 を展 開 して い る)。OCFは カ ヤ ホ

ガ 川 沿 い に 存 在 した 広 大 な空 き地 を 転 用 した も の で あ り、

雇用創 出や職業訓練を目的として設置 された。生産 され

た野菜は市街地のレス トラン等に出荷 されてお り、2014

年時点では年間10.6万 ドルの売上を記録 している。OCI

は当該地区のエ リアマネジメン トも行っており、収入の

約半分は助成金等に依存するものの、残 りの半分は賃料

収入や各種販売により約半分ほどは 自社収益で賄ってい

る。以上より、当該事例 ことから、社会問題の解決や地

域経営(エ リアマネジメン ト)と 連動 した空き地の土地

利用転換例 として参照価値があるものと考えられる。

表3-2遊 休地 関連の 改訂(土 地利用 規制条 例 よ り作成)

① オ ー プ ン ス ペ ー ス ・ レク リエ ー シ ョ ン ゾ ー ニ ン グ 地 区

(2005)

内容:市 が空 き地 を公 園や レク リエー シ ョン施設 や オー プ ン
ス ペー ス と して指定 出来 る用 途地 域

② アーバ ンガー デ ンゾー ニ ング地 区(2007)

内容:市 が空 き地 を菜 園用 途等 に指 定 出来 る用途 地域(直 売

所 な ども許 可 され る)

③ 家畜 ・養 蜂 に関す る ゾー ニ ング改訂(2009)

内容:裏 庭 や 小規模 な空 き地 にお ける家 畜 の飼育 な ど を許 可

す る条例 改 訂

④居 住地 区に おけ る農業 に関 す る改訂(2010)

内容:居 住 地 区 内の空 き地 に お ける農業 を許 可す る条 例改 訂

⑤都 市農 業 オーバ ー レイ地 区(2010)

内容:大 規 模都 市農 業 を許 可す るた めの オー バー レイ条例
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3.3Saginaw市(ミ シ ガ ン 州)

1)総 合 計 画 の 策 定

同 市 は州 内 の 近 郊 都 市 で あ るDetroit市 やFlint市 同

様 に 自動 車 産 業 を 中 心 的 産 業 と して 発 展 した都 市 で あ る。

2011年 に策 定 され た 総 合 計 画 は 、市 内 の 空 洞 化 の 状 況 に

合 わ せ て 、UrbanVenture(UV)地 区/RuralOpportunity

(RO)地 区/GrθenReservθOpportunity(GRO)地 区 の

3つ の 新 た な 土 地 利 用 を 導 入 して い る。

UV地 区 は 高 い 空 洞 化 を示 し、学 校 や コ ミ ュ ニ テ ィセ ン タ

ー が 閉 鎖 した 地 区 が 指 定 され て い る
。 当 該 地 区 は 周 辺 土

地 利 用 との適 合 性 が 確 保 出 来 る 場 合 に は 革 新 的(イ ノ ベ



イティブ)な 土地利用が許容 される地区とされてお り、

住宅(戸 建/複 数世帯)に 加え、アー トスタジオ、公園 ・

オープンスペース、コミュニティガーデ ン、温室、直売

所、小規模 ビジネスの立地が可能である。

RO地 区は市内を流れるTittabassee川 沿いの洪水の危

険性のある地区が指定されてお り、主に農業や コミュニ

ティガーデン、公園やア ウトドアのための地区に指定 さ

れている。

特筆すべきはGRO地 区である。GRO地 区は過去半世紀

で急激な人 口減少を経験 し、税滞納物件 も多 く存在す る

地区に適用 されている。当該土地利用は郡立のラン ドバ

ンクが中心 とな り空き家の除却等を進め、 自然的土地利

用に回帰させ ることが 目的とされている。 当該土地利用

では、既存居住者の継続的な居住は許容 しているものの、

新規の住宅建設 は市が既に停止 している状況である。市

によれば注8)、この土地利用は緑地空間(緑 道やオープン

スペース)の 創 出を念頭に置いているものの、民間事業

者等からの開発意向があった場合には経済開発用地の活

用の意図も存在することが判明 した。

2)事 業の展開

市では市内でも最 も空洞化が深刻な地区をGreenZone

と名付け、郡立ラン ドバンクと協働 し税滞納物件の取得

や土地の統合などを進 める地 区して指定 し、EPAの 援助

を受けなが ら計画を策定 している。ただし、当該事業に

ついては同市は資金確保できてお らず、連邦政府か らの

資金援助をうけるラン ドバンクに頼 らざるを得ない状況
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である(当 該地区はGRO地 区にも指定 している)。同市で

は総合計画の策定以降、土地利用規制条例の改定は実施

していない。

3.4Flint市(ミ シガン州)

1)総 合計画の策定

同市はゼネラル ・モーターズ(GM)発 祥の地 として20

世紀初頭から自動車産業で繁栄 した。2009年 のDayne

Walling市 長の就任 を契機 として総合計画の改訂に着手

した。市長は現況の人 口規模 と都市計画(総 合計画)の

内容 との乖離 を問題視 し、連邦政府の助成金であるコミ

ュニティ ・チャレンジ助成金(約157万 ドル)を 獲得す

ることで計画の改訂を実施 した。

当該計画では当初、市街地面積の縮減を目指 していたが、

初期のワークショップで住民から反対意見があったこと

から断念 し、市街地の 「低密度化」を図る計画へ とコン

セプ トを転換 した。計画の策定を担当したコンサルタン

トは空洞 化 した地 区に適 用す る空 間像 と してGreen

Neighborhood(GN)地 区 とGreenInnovation(GI)地 区

とい う2種 類の土地利用 を設定 した。

GN地 区は居住地区内の空洞化率が中程度の地区に適用

され る土地利用であ り、地区内の空き地をコミュニティ

ガーデン等 として活用す ることで緑豊かな住宅市街地を

形成 し、コミュニティを活性化 させることを狙い として

いる。一方でGI地 区は、深刻な空洞化に直面した地区を

対象 としてお り、新規の居住者 の流入(新 規の住宅開発)

を抑制 し、市やラン ドバ ンクが中心 とな り税滞納物件の

取得 と統合を進めることで大規模 な産業用地や都市農業

用地等の生産的な土地利用に転換する地区である。

GI地 区内には既に郡立のラン ドバンクが多数の土地を

保有 してお り、公的期間がある程度土地利用を誘導でき

る状態である。また、GI地 区ではラン ドバンク等が保有

する空地は周辺の市街地の状況や市の趨勢に応 じてその

利用が決定 されるとされ、「暫定性」を帯びた緑地 と捉 え

ることも出来る。市は経済開発等が発生 しない場合は自

然的土地利用へ回帰 させ ることも視野に入れている。

以上のように、同市の土地利用計画は人 口動態や市場

動向、技術革新等の人 口減少時代の不確実性に対応す る

ために 「可変性」を内包 した土地利用 となっている。

2)土 地利用規制条例の策定

同市では総合計画の改訂に加え、土地利用規制条例の

改訂 も実施す ることが連邦政府か らの助成金獲i得時の要

件 となっていた。2013年 の総合計画の策定の後、市はす

ぐに土地利用規制条例の改訂に着手 した。基本的には総

合計画をべ一ス として規制の細分化を実施 してお り、GN

地区は現在の標準的な区画面積 を最低敷地面積 とす る

GN-2地 区、3区 画程度の保有を前提 とするGN-1地 区に

細分化 された。GI地 区は隣接す る土地の用途に応 じて商
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0住 宅所有者が隣接区画を取得し維持管理を行うことを奨励する

②GreenNeighborhood地 区は戸建て住宅で構成されるべきである

◎ コミュニティガーデンによって共同体窓識を強化し、住民にフライドをもたせ、同時に健康的な食料を供給する

④ 拡張された個人の庭がGreenNeighb◎rhood地 区全体へ広がる

0学 校や公園などへつながる歩行空間は維持される必饗がある

図3-11GN地 区 の 空 間 像

vaミ ュニティオーブンスベースはGI地区cuL,cuLleEN

②ew、 既存住民ttGreenlnnovationに 継続居住出来る(周 辺の外部不経満性から守られる必要がある)

③ 養殖場はフリントのGreenlnnovation地 区の革新的な用途の1つ

OR&D関 連企業が廃校などの既存建築物を活用できる

⑤ 太陽光などの再生可能エネルギーの仕様力Gltで は奨励される

OGreenlnnovation地 区で想定される用途に合わせ土地利用規制が改訂される必蚕がある(ビ ニール八ウス等)

図3-12GN地 区 の 空 間 像

業や業務用途に転用するGN-2地 区(居 住地区と産業用

地の緩衝帯の機能も含む)、都市農業な どの土地利用強度

の低い土地利用を導入す るGI-1地 区に細分化 された。

この細分化における課題はGI-1地 区における新規居住

者(住 宅開発)の 許可であった。総合計画の策定プロセ

スにおいては、市 と住民はGI地 区における新規居住の

抑制については合意 したものの(公 聴会で反対意見等が

存在 しなかった)、法的拘束力がともな う条例化の段階で

は公聴会で住民から反対意見が述べ られた。その内容は

主に 「若い世代の住宅建設 を許可すべき」、「農地 と住宅

は近接 してあるべき」、「住宅を持たない住民へ住宅を」

などであった。

市役所はそ うした住民意見を踏 まえ、市が設置 した基準

に基づき都市計画委員会でその都度判断する仕組みを提

案 したものの、政治家からの懸念の表明などもあ り実現

せず、GI-1地 区での新規住宅開発は原則的に許可になっ

た。しか し、市はGI-1地 区における住宅開発時にはGN-

1地 区の最低敷地面積の基準を準用す るという制限を設

けることには成功 し、居住者の流入の抑制ではな く、低

密度化により土地所有者による管理が行 き届いた市街地

の形成を目指 している。なお、GI-2地 区は従来居住だっ

た地区への適用は前提 としていない

表3-3GN地 区/G1地 区の細 分化の 内容

マスター

フ.ラン

GreenNeighborhood

[居 住 可 能]

GreenInnovation

[居 住 不 可]

ゾ ー

ニング

GN-11GN-2 GI-1 GI-2

[居住 可能]
[居住 可能]
※GN-1準 用

[居住不可]

空間
・用途 区画拡大 標準区画

産業 用地

(or自 然地)

産業用 地 との緩 衝地

(商業/産 業 も可)

区画
面積

1,350㎡ 450㎡ 3,000㎡ 3,000㎡

3)具 体的な事業

総合計画の実現に向けた具体的な事業 としては、市 とラ

ン ドバンクによる荒廃除去活動が挙げられる。 ラン ドバ

ンクは保有す る物件の処分について、総合計画で策定 し

た土地利用に適合するかどうかを決定木 と呼ばれる意思

決定のフローチャー トに基づき判断 し、売却や貸借の可

否を判断 している。ラン ドバンクはこれまで税滞納物件

の再市場化を実施 して来たが、遊休不動産が膨大な数 に

のぼることか ら、その対応へ限界 と、新たな土地利用計

画の必要性を感 じていた注9)。したがって、新総合計画で

ラン ドバンクの物件処分の効率を高めることが期待 され

ている。

また、Flint市 では、連邦政府の助成金の獲得 を契機 と

して公営住宅の移転を実施 している。従前の立地地区は

洪水 リスクがある住宅不適地であったことから、幹線道

路沿いのより利便性の高い地区へ移転 させる予定である。

総合計画の土地利用計画 においても当該地区はオープン

スペースに指定 されてお り、総合計画 と各種事業の整合

性を確保す ることが意図されている。



3.5Pontiac市(ミ シガン州)

1)総 合計画の策定

同市は州最大の都市であるDetroit市 の近郊に位置 し、

近隣の都市同様 に自動車産業で繁栄 した都市である。

2008年 に改訂 した総合計画では、これまでの重工業/軽

工業用地をより多様な用途が立地出来る潜在的強度転換

地区(PICA:PotentialIntensityChangeAreas)を 導

入 した。しか し、2008年 前後 に発生 した金融危機により

税滞納物件が増加 し市街地環境が一層厳 しい状況 に置か

れたことか ら、2014年 の総合計画の改訂でPICAを 廃止

し、 より可変性のある土地利用である企業用地 区(ED:

EntrepreneurialDistricts)を 導入 した。

起業用地区では主にE-RCG地 区とE-ICG地 区の2種 類

を策定した。前者は居住に商業や緑地 ・農業等の用途を

複合 させた土地利用であり、空き家等の戦略的な再利用

を進める地区である。後者は工業に商業や緑地 ・農業等

を複合 させた用途であ り、遊休不動産の戦略的な活用は

実施す るが、居住用途が制限される点が特徴である。同

市では総合計画の策定以降、土地利用規制条例の改定は

実施 していない。
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表3-4E-RCG地 区/E-ICG地 区 の 許 容 用 途

E-RCG地 区 E-ICG地 区

複 合 用 途(居 住 ・商 業)、 コ 複合 用途(軽 工業 ・商業)、
ミ ュ ニ テ ィ ガ ー デ ン 、 家 庭 コ ミ ュ ニ テ ィガ ー デ ン 、 家

菜園 、都市林 、果樹 園、 温 庭菜 園 、都 市林 、果樹 園、
室 ・ビニ ー ル ハ ウ ス 、 グ リ 温 室 ・ビニ ー ル ハ ウ ス 、 グ
一 ンイ ンフ ラ、解 体訓練 リー ンイ ン フラ、解 体 訓練

所 、 太 陽 光 ・風 力 発 電 、 ア 所 、 太 陽 光 ・風 力 発 電 、 ア
一 トス タジオ、 生産施設 一 トス タ ジ オ 、 生 産 施 設 、

職 人 による軽工 業、醸 造所

3.6Buffalo市(ニ ューヨーク州)

1)総 合計画の策定

同市はエ リー湖畔に位置 し、かつては穀物の輸送や製

粉業の拠点 として発展 した。20世 紀初頭 には製鉄業が立

地す るなど、州内第2位 の工業都市 となったがその後の

産業衰退により人 口が減少した。2006年 には総合計画の

改訂を実施 し、市内の空 き家 ・空き地への対策 も明記 し

ているものの、市の予算や人的資本では対応に限界があ

ることか ら住民活動や州の支援、民間投資が必要である

ことに言及 している。総合計画の策定後、同市は州の計

画支援制度であるBr・wnfieldOpp・rtunityArea(BOA)を

用いて市内の4地 区において再生計画を策定し、工場跡

地の土壌汚染の浄化や基盤整備を実施 している。一方、

空き家対策 としては、2006年 に市長に就任 したByron

Brown氏 のもとで、5年 間で5,000戸 の空き家の解体を

進める計画 「5in5DemolitionPlan(5in5)」 を打ち

出した。当該計画では2011年 までに2,602戸 の空き家

の解体を実施するな ど、一定の成果は上がっているもの

の、同市はそれまでの政策においては、大規模かつ地権

者数の少ない工業用地の方が短期間の うちに開発等に伴

う雇用創出効果が期待できることか ら工場跡地の再生を

重視 していた。

2)土 地利用規制条例の策定

同市は2010年 より民間の開発 を支 えるための土地利

用規制条例の改訂に着手 した(愛 称をGreenCodeと 呼

ぶ。以下GC)。 当該改訂は土地利用計画の策定と統合開

発条例の策定の2段 階で進 められ、また既存の都市再開

発計画(URP)、 地域水辺再生計画(LWRP)、BOAを 土地利

用計画へ組み込んでいる。 これにより、従来煩雑であっ

た確認手続きも簡素化 され、民間事業者が開発 に際す る

制約条件等を把握 しやす くなった。

土地利用計画では、BOAやLWRPの 計画内容を踏まえ従

来の計画内容か らの土地利用変更が実施 された。特筆す

べきは空き家 ・空き地が多いEastside地 区を中心にダ

ウンゾーニングを実施 している点である。

同市では2012年 の土地利用規制条例の計画案の段階で、

短期的には再開発等が困難な地区(衰 退 した住宅地等)

において暫定的な利用を許容することが方針 として打ち

出された。 この方針 を土地利用に落 とし込んだものとし

て市は都市暫定用途(UrbanInterimUse)の 設定を提案
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し、空き地が多かったEastSide地 区の一部 を指定 した。

都市暫定用途は中長期的には住宅地としての環境を保

全す るものの、短期的には空き地の利用を促進すること

を意図 している。この指定に対 しては地区の住民か ら「他

地区の住民か ら居住地区として見な されなくなる」 とい

う懸念の声があがった ことか ら同市では都市暫定用途の

設定を断念 した。 しか し市は、都市暫定用途への転換 を

試 み た街 区の うち、一 部 を一般 住 宅用途(General

residential)か ら戸 建 住 宅 用 途(Single-family

residential)に 指定 している。戸建住宅用途は住宅計

の用途地域のなかでは最 も厳 しい規制内容であ り(戸 建

て住宅 とグループホームのみ許可)、これにより地区の将

来的な面的開発の障害になるよ うな開発 を抑制 し、低密

度な住宅地 として維持す ることを意図している。また、

同市は都市暫定用途を適用しよ うとした地区には都市農

業の特別用途許可を適用 している。つま り、同市では都

市暫定用途 とい う新たな土地利用の適用は断念 したもの

の、ダウンゾーニングと特別用途許可で開発を抑制 しな

が ら土地の利用可能性を高めることに成功 している。

3.7小 括:各 都市の比較

本研究で扱った事例を比較 した(表3-5)。 空洞化 した

居住地区への対応 としては、既存の居住地区のまま、よ

表3-5土 地 利 用 転 換 戦 略 の 比 較

■;マ スタープランで新設された空洞化地区に対処するための土地利用

都市名 Youngstown市 Saginaw市 Flint市 Pontiac市 Buffa【o市

基 人口 64,312 48,984 97,386 59,515 256,902

礎 ピーク人 口 170,002(1930) 98265(1960) 1961940(1960) 85,279(1970) 580,132(1950)
情 人口減少率 60.6% 50.2% 48.0% 30.2% 55.7%

報 空き家率 19.0% 16.0% 21.1% 18.0% 15.7%

①空洞化 した居住地 一(新 設な し) ■UrbanVenture地 区: ■GreenNeighborhood地 ■Entrepreneurial; ■General

土 区の再生 ※従来の居住用途で対応 学校 や]ミュニティセンターが閉鎖 し 区: Residentia【,Commercial Residential(N-2R/N一
地 ・居住 →居住 た地区で、戸建住宅/複数世 空 き地 をコミュニティが一デ ンや小 規 &Green(E-RCG)地 区; 3R/D-R)
利
用

帯住 宅ル クリエーション/小規 模商 模都市農業のために活用し緑 居住 用地、 商業、都 市農 ■Single-Family

転 業等が許可 豊かな住宅地を形成する地区 業 、再生可 能エネルギー生産 、 Residential(N-4一

換 生産施設が混在した起業用 30/N-4-50)

の 地区 ※新設だが空洞化地区

状 対応を目的として新設
況 して いない

②産業用地としての ■lndustrialGreen: ■Lightlndustrial: ■Commerce& ■Entrepreneurial: ■StripRetail(D-S)

再生 重工業/軽工業用地を環境負荷 軽工業や物流施設などが立 EmploymentCenter: lndustrial,Commercial& ・駐車場を持つ商業地
・産業 →産 業 の低い産業用地として転換す 地 大規模なオフィス ・研究施設 Green(E-ICG)地 区: 区
・居住 →産 業 る地区 ■lndustrial: 等 製造小売業、商業、都市農 ■FlexCommercial(D一

※一部 の居住 地区 はIG地 区に 重工業や生産施設などが立 ■ProductionCenter: 業 、再生可 能エ ネルギ ー生 C)・ 居住 地区 に近接 し

転換 地 生産施設などの産業用地とし 産、生産施設が混在した起 た商業
て活用 業用地区 ■Lightlndustria【(D一

■GreenReserve ■Greenlnnovation地 区: ※一部の居住地区(公 有 Ll)

Opportunity地 区: 空洞化地区を土地の統合を進 地)はE-ICG地 区 に転換) ・軽工 業

空洞化地区を開発用地とし め産業用地へ転換する地区 ■Heavylndustrial(D一

て転換する地区(工 場や住 (工場 誘致等 によ る雇 用創 出・ Hl)・ 重工 業

③ 自然 的 災害の危 一(な し)
宅の 開発用地 として活用)、 経済活 性化を 図る)、 また は、

一(な し) ■Natural(D-ON)

土 地利 用 険性;低 また は、空 き家の 除却等 を 空き家の除却等を進め自然的 ・開放 され た自然空 間

への回帰 い 進め自然的土地利用に回帰 土地利用へ回帰させる地区
・居 住 → させる地区 ※継続居住可能/新規居住を抑
自然 ※継続居住可能/新規建築許 制する

可は停止
災害の危 一(な し) ■Rura【OpPortunity地 ■CommunityOpenSpace 一(な し) 一(な し)

険性:高 区: &Recreation地 区:公 園やオ

い 災害危険性(河 川氾濫な 一プ ンスペー ス、 自然地 など

ど)が あ る地 区で、 農業 や に指定される(農 業用途は含
レクリエー シ ョンに活用 まな い)

④公共施設(公 園・緑 ■Recreation/OpenSpace; ■ParkOpenSpace;既 存 ※災害危険性等がある場合, ■Parks,Recreation& ■Square(D-OS)

地等)
oo

公 園 ・オーフ ンスヘ ースな ど の 公 園 ・緑 道 ・レクリエーション用 適用する場合あり Natura【 地 区: ・広場 な ど

・居住 →公 共施設 途 の 地 区 や オーフ.ンスへ.一ス(農 公園や墓地、自然地などが ■Green(D-OG)

業用途は含まない) 含まれる ・受動 的利用 の緑/公 園

⑤農地(畑 など) ■Agriculture: 一(な し) 一(な し) 一(な し) 一(な し)

・居住 →農 地 農業用途(大規模農地等を指定)
※1:Cleve【and市 は漸進 的 に土地利用 転換が 可能 な街区 や地区 か らゾーニ ング変更 を実施 してい るため、 当該表 か らは除外

※2:Buffalo市 は既 存土地 利用 の配 分 を変え ことで対 応 している。居住 地区 に対 して都市 暫定用途 を適用 する こ とで短 期的 に用途 を緩和 しよ うと したが 、断念。居住 地区

をダ ウン ゾーニ ング しな がら特 別用途許 可 を組 み合 わせ ることで対 応 した 。



り厳 しい規制がかかる居住用途でダウンゾーニング、新

設の土地利用で低密度化や用途転換 ・混合を図る例が見

られた。産業用地については、環境負荷の低い先端的産

業を導入する事例 と、商業 ・業務系用途へ土地利用転換

を図る事例がみ られた。公園 ・緑地についてはいずれの

都市 も土地利用を設定 しているものの、災害に対する脆

弱性のある地域への転用の程度には差異が見 られた。

Saginaw市 とFlint市 については産業にも自然的土地利

用にも転用可能な可変性を帯びた土地利用が設定されて

いた。

4ま とめと今後の展望

4.1ま とめ

1)土 地利用転換戦略の類型

本研究で扱った米国の衰退工業都市では、産業の斜陽

化とそれに伴 う深刻な人 口減少 と空き家 ・空き地の発生

に対 し、工業用地 ・居住用地それぞれに対 して土地利用

転換が計画 ・実施 されていた。まず、 自治体の成長を支

えた重工業/軽 工業用地の土地利用転換である。土地需要

の低下 した重工業/軽 工業用地か ら業務 ・商業系用途ある

いはその混在用途(MixedUse)へ の用途転換、環境負荷

の低い先端的な産業用途への用途転換が意図されていた。

一方、空き家 ・空 き地が集積 し、空洞化が深刻な居住地

区についてはその空洞化の程度に応 じて、①空き地の活

用を進めることによ り緑豊かな居住地区に転換する、②

空き地の統合を進めていき、経済開発用地 として投資 を

進めていく、③空き地の統合 を進めて、自然的土地利用

へ回帰 させる(短 期的には暫定緑地 として存置する)、と

い う3種 類の土地利用転換戦略が策定 されていた。

Saginaw市/Flint市 にっいては、② と③が都市の状況

(人口動態/市 場状況/技 術革新等)に 応 じていずれの状

況にもな り得 るとい う可変性 を帯びた転換シナ リオが設

定されていた。

2)土 地利用転換の具体的な技術

本研究で得た知見として、上記の土地利用転換の具体的

な技術やそれを担 う主体を記述す る。

①遊休不動産の取得 と存置

散発的に発生す る遊休不動産(空 き家 ・空き地)は 放置

すると外部不経済を発生 させ、地価の低下等の悪影響 を

及ぼす。そ うした個別の宅地が管理された状態で維持す

ることが短期的には重要である。それ らの取得 と維持管

理については、ラン ドバンクが重要な役割 を果たす。 ラ

ン ドバ ンクが土地を一元的に管理することで土地の運用

性を高めることが可能 となる。また、そ うした遊休地の

管理については自治会やCDCsな どの中間的な組織 との

連携が重要 となる。

②面的な土地利用転換

蓄積 された複数の遊休不動産の活用については、将来的

な土地利用戦略が必要である。なぜならランドバンクに

よる個別的な対処で膨大な遊休地に対応す ることには限

界があり、また手続きのコス トの方が売却益より高い場

合 もあるからである。結果的に、ラン ドバ ンクの経営が

非効率なまま改善されない可能性がある。将来的な経済

投資の方針 を土地利用計画で定めることにより、民間事

業者等による投資を促進することが期待できる。

また、民間事業者や住民の活力 を利用 しながら土地利用

転換 を進めていく場合は、土地利用 と条件付き売却を組

み合わせた決定木の策定などによる条件付き売却や譲渡

が有効である(単 なる物件処分ではなく、利用用途 も勘

案 し処分す る)。また、事業主導型で土地利用転換(ゾ ー

ニング変更)を 図る方法も有効な場合がある(特 に投資

対効果の高い地区な ど)。

3)規 制的手法の可能性 と限界

本研究で扱 った事例はいずれ も住民の移住を前提 とし

ていなかった。 これは各都市が過去の都市更新のために

強制的な移住を強いた歴史があることが要因として挙げ

られる。それに加 え、現住地における居住の継続を許容

することで都市の規模適正化を 目指す計画内容に対 して

スムーズな合意形成を図った ことも、移住を前提 としな

い計画 となった要因の一つであると考えられる。

一方で、居住抑制地区の導入 については、極めて導入が

困難であることが判明した。これは、住民の居住権や財

産権の侵害に該当する可能性があるとう法的な問題に加

え、政治的な要因等も影響することが判明した。

また、総合計画では居住地区の転換を計画 したものの、

住民か らの反発を懸念 して、土地利用規制条例に反映 し

ない場合 も見 られた。 しか し、敷地面積の最低基準等の

基準を設けることで、「低密度化」を図 り、住民や民間事

業者 により大きな面積を維持管理 してもらうことで安定

化を図ることの出来る可能性があることが判明 した。

4.2今 後の展望

本研究で扱 った米国の衰退工業都市は、長期間に渡る

衰退を経験 していたことか ら、特に衰退 した空洞化地区

の不動産価格が極端に低い。そのため、ダウンゾーニン

グについては、農地等の利用の余地を残 した場合には財

産権の侵害には該 当しない場合が多い。未だ地価水準の

高い 日本や欧州都市に対するこのようなダウンゾーニン

手法の応用については検討の余地が残 る。

【補 論 】 人 ロ減 少 都 市 シ ンポ ジ ウ ム の 内 容 か ら

5.1人 ロ減 少 時 代 の ア ー バ ン デ ザ イ ン

2018年6.月15日(金)に マ サ チ ュ ー セ ッツ 工 科 大 学

のBrentD.Ryan准 教 授 を招 聰 し 「人 口減 少 都 市 シ ン ポ

ジ ウム2018」 を開 催 し た(於:東 京 大 学)。 当 該 シ ン ポ ジ

ウム は 、人 口減 少 都 市 に お け る ア ー バ ンデ ザ イ ン の あ り



方を北米の事例か ら学ぶ とともに、東アジア(日 本 ・中

国 ・韓国)の 人口減少都市の取 り組みを各国の研究者か

ら報告 してもらうことで、今度増加する東アジアの人 口

減少都市の都市政策やアーバ ンデザインの方法について

議論す ることを 目的とした。

本シンポジウムの中でRyan氏 には 「人 口減少時代にお

けるアーバンデザイン」をテーマに基調講演をして頂い

た。講演では、主に以下の点が指摘された。

1)従 来(人 口増加を前提 とした開発志向)の アーバ ン

デザインの限界

北米ではイ ンターナショナルスタイル、モダニズム、

ニューアーバニズム、ラン ドスケープアーバニズム、エ

ブ リデイアーバニズム と、都市づ くりの潮流が変化 して

きた。 しか し、地価の下落(住 宅市場の機能不全)や 近

隣地区か らの人口の流出を考慮す るといずれの手法 も適

応に限界があるものと考えられる。例えば新たな開発が

発生 しない都市ではニューアーバニズムは適応 しにくく、

連担 した大空間が必要なラン ドスケープアーバニズムは

(ブラウンフィール ドには適応できて も)散 発的に発生

する空き家 ・空き地へは対応 しにくい。

また、Ryanは ケビン ・リンチを引用 し、人 口減少時代

の都市像について言及 した。具体的には リンチが提唱し

た 「ポ リセンター ド・ネ ッ ト(多核的で網状の構造)」が、

常に人口が変化 し都市空間も変化 し続ける、「まだら状」

で 「不完全な」人 口減少都市に適用可能であると指摘 し

た。つま り、「ポリセンター ド・ネッ ト」は動態的な都市

像であ り、不確実性を帯びた人 口減少時代には、その変

化に対 して柔軟に対応する都市像であると述べている。

図5-1Ryanの 発 表 で引用 され た ポ リセ ンター ド ・ネ ッ ト文4)

2)パ ッチワーク ・アーバニズム

Ryanは 「ポ リセ ンター ド・ネ ット」からさらに発展 さ

せた 「パッチワーク ・アーバニズム」を提唱 している。

パッチワーク ・アーバニズムは、まだ ら状に空隙(空 き

家 ・空 き地)が 発生した人 口減少都市にパ ッチをあてる

ように小さな拠点やオープンスペースを形成するアーバ

ンデザインの手法である。これは、都市の大きな趨勢(ト

レン ド)で はなく、その地区や街区の状況に応 じた介入

方法を小規模なスケールでデザイ ンする手法である。発

展や撤退といった一意的な方針に基づき都市整備 を行 う

の で は な く、 多 元 的 な価 値 観 を 許 容 しな が ら住 民 の 生 活

の 質 を 向 上 させ る こ とを 指 向 して い る。

3)ア ー バ ンデ ザ イ ン の 手 法

Ryanは 、SchusterandDeMonchauxに よ るPreserving

theBuiltHeritageか ら の 引用 と して 、 ア ー バ ンデ ザ イ

ン の 具 体 的 な 手 法 を 「① 助 言(Advice)」 「② 提 案

(H・rtat・ryPlans」 「③ 規 制(Regulati・n)」 「④ 交 渉

(Negotiation)」 「⑤ 公 共 事 業(CapitalProjects)」 の5

つ に 整 理 して 解 説 した。Ryanは 行 政 の 財 政 力 や 市 民 活 動

の レベ ル 、行 政 に 対 す る 市 民 の信 頼 、法 の 支 配(Ruleof

Law)が 行 き届 い て い る か ど うか に よ って 、そ れ ぞ れ の 手

法 の 有 効 性 に大 き く影 響 す る と指 摘 して い る。 例 え ば 、

法 の 遵 守 が 不 徹 底 で 財 政 力 の低 い 第 三 世 界 の 国 々 で は 、

規 制 な どが 十 分 に 機 能 し な い こ と か ら、 こ の ③ や ⑤ の 手

法 が 適 用 し に くい と述 べ て い る 。

5.2ア ジアの人ロ減少都市におけるアーバ ンデザイン

のあ り方

東アジアの人 口減少都市に関する事例報告では、高舎予碕

氏(清 華大学 ・中国)、 チ桔吉載氏(慶 北大学校 ・韓国)、

村山顕人氏(東 京大学 ・日本)の3名 に各国の人 口減少

都市における取 り組みを報告 して頂いた。

中国の人口減少都市は、旧ソ連のモ ノグラー ドと同様に

計画経済の産物の場合が多 く、公的資金を活用 した住宅

の再整備等は進め られているが雇用がないため、居住者

が極 めて少ない実態が紹介された。中国特有の戸籍(都

市戸籍 と農村戸籍の移動ができない)の 問題 もあり、第

二次産業に従事 していた住民は空閑地が周囲にあっても

農業従事者 となれない とい う中国特有の制度上の課題 も

指摘 されている。

韓国の事例からは、広域の都市圏の制御が不十分なため、

人 口減少都市の近傍に新都心が開発 される現状が紹介 さ

れた。各人 口減少地区では個別的に都市再生の取 り組み

が進 められているが、人口減少 と高齢化が進む地区にお

いて どの程度の公共投資が正当化 され うるのか とい う課

題 も提示 された。

日本でも、自動車依存度の高い低密度の市街地など、国

交省が示す 「コンパク ト・プラス ・ネッ トワーク」の都

市形態を目指す ことが困難な地方都市があることが紹介

された。低密度化 した住宅地では住民の隣地取得による

住宅地の管理の事例も紹介 され、郊外住宅地を切 り捨て

るのではなく低密度化 しても適切にマネジメン トす るこ

とで地区全体が遺棄 される状況を防 ぐことが必要だと指

摘 された。

人 口減少都市のアーバ ンデザインと一様に括ることは

困難であり、都市圏の状況や人口減少の様態(人 口減少

地区の土地所有、居住形態)に 応 じて異なる対応が必要

となる。空き家や空き地が散在する低密度化した市街地



に対 しては、Ryanが 提唱す るパ ッチワーク ・アーバニズ

ムの概念が一定程度活用できる可能性があるとい う議論

が行われた。

5.3ア ーバンデザインの手法と してみた人ロ減少都市

の取 り組み

前述のアーバンデザイ ンの手法の枠組みで、今回取 り扱

った人 口減少都市の状況に当てはめて考 えると、五大湖

周辺の衰退工業都市は②提案(総 合計画)の 策定は達成

しているものの、③規制(土 地利用規制条例)の 策定に

至っているものは少ない。都市全体 として人 口減少を前

提とす る構想を検討する段階には到達 しているが、私権

の制限を伴 う規制の導入に至るには一定の障壁があった

と言えるだろ う。背景には、極端に空き地 ・空き家が増

加 した地区においてもなお、開発を面的に規制すること

について、市民や政治家の理解を得ることが難 しい状況

があり、拡大の時代には有効であった規制的手法の限界

なのかもしれない。

なお、特定の地区に限定 した部分的な単位 であれば、④

交渉や、⑤公共事業の段階に進んでいる都市も見受けら

れた。Youngstown市 とBuffalo市 は、用途規制の緩和や

税制優遇(④ 交渉)に より人口減少地区に工場開発を誘

致 している。また、Youngstown市 、Flint市 、Cleveland

市で行われた⑤公共事業は、最も公的介入度が高い行為

であり、どの都市においても短期的には空間改善には有

用であった。Youngstown市 では、低密居住地区のインフ

ラの撤去等により、行政サービスコス トを削減 し不法投

棄を防止 していた。Flint市 では新総合計画を下敷きと

して住宅不適地に立地する公営住宅の移転を実施 してい

た。Cleveland市 では、投資対効果の高い幹線道路整備

を中心に周辺地区のブラウンフィール ドの再生、空洞化

地区の都市農業パイロット地区への土地利用転換 を実施

していた。ただ し、税金を原資 とする以上、その有用性

(投資対効果)に ついては評価に慎重にな らざるをえな

い。Youngstown市 のSharonline地 区のような投資対効

果が低い地区については、限定的な投資に限られるだろ

う。ただ し、成長が見込めないことを理 由に、行政が完

全に介入を中止するのではなく、小規模な介入や投資に

よって地区の一部を改善 しなが ら、低密度化や撤退を進

めている事例 も多いことを強調 しておきたい。

最後に、筆者 らの意見 として、人 口減少都市におけるア

ーバンデザイ ンにおいて鍵 となる手法を指摘 したい。そ

れは 「支援」である。人 口減少都市では市場原理が機能

しないことから、民間開発に際す る経済的取引を活用 し

た土地利用の最適化は有用性の高い手法 とは言えない。

む しろ、人的資本や資金が限定的な状況下では、行政の

サー ビスの不足を補 うために住民や中間的組織に対す る

財政や制度の側面からの支援が必要になる。この支援 と

い う手法は、Schusterら が述べる 「交渉」に含まれ るも

のと考えられるが、開発等が発生 しない人 口減少時代で

は、より住民の活動を後押 しす るものとなる。例えば、

生活環境の改善に対す る住民の意識啓発や、実際の空間

改変時のノウハ ウ支援なども含む草の根的なアプ ローチ

である。特定の事業に対する実行資金は慈善財団や上位

政府(例 えば米国で言えば連邦政府や州政府)の 補助金

に頼 るとしても、本稿で議論 した都市像の共有(総 合計

画)と 空閑地を対象 とした活動に対する合法性の付与(土

地利用規制条例)が 非営利団体や住民が活躍する土台(フ

レームワー ク)と して機能することが期待 される。

本研究の一部は、JSPS科 研費16K18205、 第一生命財団

平成27年 度研究助成、第55回(2016年 度)竹 中育英会

建築研究助成、公益財団法人松下幸之助記念財団研究助

成、公益財団法人大林財団2017年 度国際交流助成 を受

けてお ります。

<注>

1)総 合 計 画 は ジ ェ ネ ラ ル プ ラ ン(generalplan)、 マ ス タ ー プ

ラ ン(masterplan)、 コ ン プ リ ヘ ン シ ブ プ ラ ン(comprehensive

plan)と 呼 ば れ る 。

2)HERA:HousingandEconomicRecoveryActof2008

3)EESA:EmergencyEconomicStabilizationActof2008

4)ARRA:AmericanRecoveryandReinvestmentActof2009

5)参 考 文 献2)に 加 え 、 関 西 学 院 大 学 の 清 水 陽 子 氏 へ の イ ン

タ ビ ュ ー(2016/3/15実 施)及 びFlint市 に 本 拠 地 を 置 く 非 営

利 組 織 で あ るCenterforCommunityProgress(CCP)のVice

Presidentで あ るDanielleLewinski氏 へ の イ ン タ ビ ュ ー 調 査

に よ る 。

6)Sharonline地 区 の 住 民 へ の イ ン タ ビ ュ ー 調 査 に よ る

(2017/5/5実 施)。

7)BAWP:BrownfieldsArea-WidePlanning

8)市 役 所 職 員 へ の メ ー ル イ ン タ ビ ュ ー に よ る 。

9)GeneseeCountyLandBankAuthorityへ の イ ン タ ビ ュ ー 調

査 に よ る(2016/11/7実 施)。
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